
1 

第 494 回岐阜地方最低賃金審議会議事録 

令和８年７月１日（水） 

岐阜合同庁舎５階共用第１会議室 

中家室長 

定刻となりました。 

本日は御多忙のところ御出席を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

本日は全委員が出席されておりますので、最低賃金審

議会令第５条２項の定足数を満たしており、本審議会は

有効に成立しておりますことを御報告いたします。 

また、本審議会は公開審議としており、３名の方が傍聴

されています。 

はじめに、今年度新たに使用者代表委員に就任されま

した浅井委員を紹介させていただきます。 

浅井委員、御挨拶をお願いします。 

浅井委員 （挨拶） 

中家室長 
ありがとうございました。 

それでは、ここからは会長に進行をお願いいたします。 

栗山会長 

これより第 494 回岐阜地方最低賃金審議会を開催しま

す。 

議事に入る前に、事務局から審議会への報告があると

いうことですので、事務局からお願いします。 

中家室長 

77 ページ、資料№15 を御覧ください。 

この資料は、2026 年６月 22 日付けで全労連東海北陸地

方協議会議長から岐阜地方最低賃金審議会会長あてに

「物価高騰のもと最低賃金 1700 円以上へ引き上げ、全国

一律最低賃金制度の実現を求める要請書」が提出されて

います。 

要請書の内容としましては、独自の試算調査の結果か

ら、健康で文化的な生活に必要な賃金は、時給 1,700 円

以上が必要であるとし、最低賃金を 1,700 円以上に引き

上げることや全国一律最低賃金制度を実現すること等、
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全 13 項目の要請となっております。 

要請書の末尾には関係資料が添付されています。 

なお、要請書の宛先は岐阜労働局長が併記されており

ます。 

以上、御報告いたします。 

栗山会長 
ただ今事務局から報告がありました要請書に関して、

御質問等ありますでしょうか。 

各委員 （発言なし） 

栗山会長 

各委員におかれましては、要請書の内容を御確認いた

だきますようお願いします。 

それでは議事に入ります。 

議題１「岐阜県最低賃金の改正決定（諮問）並びに特定

（産業別）最低賃金の必要性の有無（諮問）について」で

す。 

岐阜労働局長から諮問を受けます。 

（原田局長が諮問文を朗読し、諮問文を会長へ手渡す。） 

原田 

労働局長 
よろしくお願いします。 

栗山会長 
（諮問文を受領する。） 

はい、承知しました。 

（会長、局長は席に戻る。） 

栗山会長 
ただ今お受けしました諮問について、説明をお願いし

ます。 

原田 

労働局長 

日頃から岐阜地方最低賃金審議会の運営並びに労働行

政の推進に御協力を賜り厚く御礼申し上げます。ただ今、

岐阜県最低賃金の改正決定について、並びに特定最低賃

金の改正決定の必要性につきまして及び特定最低賃金決

定の必要性の３件について岐阜地方最低賃金審議会に諮

問いたしました。 

まず、岐阜県最低賃金の改正決定についてでございま

すが、これにつきましては、中央の方で６月 26 日に厚生
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労働大臣から中央最低賃金審議会に対し目安額の諮問が

されております。また、昨日６月 30 日の夕刻でございま

すが、政府の方で成長戦略会議と経済財政諮問会議が開

催されまして、日本成長戦略の原案及び経済財政運営と

改革の基本方針 2026 年原案がそれぞれ示されておりま

す。今後それぞれの場で議論を経た上で閣議決定される

こととなります。 

この岐阜地方最低賃金審議会の各委員の皆様方におか

れましては、これらの取組を踏まえつつ、いわゆる法定三

要素と言われております、地域における労働者の生計費

及び賃金並びに通常の賃金支払能力といった最低賃金法

に定める三要素のデータに基づき真摯な御議論をお願い

致します。 

また、特定最低賃金につきましても、諮問をさせていた

だいておりますが、これにつきましても、真摯な御議論を

いただくようお願いをいたします。 

以上です。 

栗山会長 

ただ今、説明がありましたとおり、原田労働局長から

「岐阜県最低賃金の改正に係る諮問」と「特定最低賃金の

必要性の有無についての諮問」に係る調査審議を求めら

れました。 

岐阜県最低賃金の改正諮問に対しては、最低賃金法第

25 条第２項の規定により専門部会を設置し、審議を進め

てまいりたいと思います。 

また、特定最低賃金の必要性に係る審議については、今

後の本審の中で審議を進めてまいります。 

次に本日の配布資料について、事務局から説明をお願

いします。 

加賀 

賃金指導官 

 御説明いたします。 

 お手元の資料目次及び資料を御覧ください。 

 資料№２から資料№９までが岐阜県最低賃金改定に係

る資料です。 

 まず、生計費に係る資料として、２ページ資料№２が岐
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阜県公表の「岐阜市消費者物価指数令和８年５月分及び

令和７年平均」、４ページ資料№３が「消費者物価指数の

推移」です。 

 次に、岐阜県の賃金引上げ状況に関する資料として、５

ページ資料№４が連合岐阜公表の「連合岐阜 2026 春季生

活闘争第５回集計結果」、６ページ資料№５が岐阜県経営

者協会の「2026 年春季労使交渉・賃金改定調査速報第 10

報」、９ページ資料№６が岐阜県公表の「毎月勤労統計調

査結果」です。 

 次に事業の賃金支払能力に関する資料として、18 ペー

ジ、資料№７が岐阜財務事務所令和８年４月公表の「岐阜

県内経済情勢」、「法人企業景気予測調査」、29 ページ資料

№８は岐阜県公表の「全国・岐阜県の経済指標」、44 ペー

ジ資料№９は岐阜労働局公表の「有効求人倍率の状況」で

す。 

 最後にその他資料として、45 ページ資料№10 が厚生労

働大臣から中央最低賃金審議会への地域別最低賃金改正

の目安に関する諮問文の写し。 

 46 ページ資料№11 は本年６月 23 日に中央最低賃金審

議会で取りまとめられた、「令和７年度地方最低賃金審議

会の審議結果を踏まえた論点と考え方の整理」です。 

 以上が岐阜県最低賃金改正決定の諮問に係る資料とな

ります。 

栗山会長 配布資料に関して、御質問等ありますでしょうか。 

各委員 （発言なし） 

栗山会長 

よろしいでしょうか。 

それでは、これらの配布資料について確認し、次回の審

議会に御出席ください。 

次に「特定最低賃金の改正申出と新設申出の状況につ

いて」です。 

事務局から説明してください。 
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加賀 

賃金指導官 

はじめに、特定最低賃金の改正決定に関する申出状況

について御報告いたします。 

68 ページ資料№12 を御覧ください。 

岐阜県で設定されている特定最低賃金３業種について

申出書の提出がありました。 

69 ページが「岐阜県電子部品・デバイス・電子回路、

電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金」、 

70 ページが「岐阜県自動車・同附属品製造業最低賃金」、 

 71 ページが「岐阜県航空機・同附属品製造業最低賃金」、 

 これら３業種につきまして改正決定の申出書が提出さ

れました。 

 この３件の申出要件につきまして事務局で審査しまし

たところ、 

  「電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情

報通信機械器具製造業」は申出必要労働者数 4,561 人

のところ 5,802 人、 

  「自動車・同附属品製造業」は申出必要労働者数 5,877

人のところ 6,377 人、 

  「航空機・同附属品製造業」は申出必要労働者数 2,120

人のところ 3,874 人、 

について、賃金の最低額に関する労働協約の適用が確認

され、いずれも適用労働者数の３分の１以上の合意を得

られており、申出の要件を備えているものと認められま

したので、本日改正決定の必要性の有無について諮問す

ることといたしました。 

 次に、特定最低賃金決定の申出書の提出がされた業種

は、72 ページ資料№13 の「岐阜県総合スーパーマーケッ

ト最低賃金」の１業種となります。 

 新設の申出要件につきましては、適用労働者数の２分

の１以上の合意が得られていることが要件となってお

り、事務局で審査しましたところ 74 ページを御覧くださ

い。 

 総合スーパーマーケットについては、申出必要者数
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2,137 人のところ 2,514 人について、賃金の最低額に関す

る労働協約の適用が確認され、適用労働者数の２分の１

以上の合意が得られており、申出の要件を備えているも

のと認められましたので、本日決定の必要性の有無につ

いて諮問することといたしました。 

 申出要件の労働者数については、75 ページ資料№14 を

確認願います。 

 以上です。 

栗山会長 

ありがとうございました。「特定最低賃金の改正決定及

び決定の申出」がされたことについて御意見ありますで

しょうか。 

 労働者側委員から伺います。 

栗本委員  特にございません。 

栗山会長  使用者側委員はいかがでしょうか。 

澤村委員  特にございません。 

栗山会長 

はい、ありがとうございました。 

特定最低賃金の必要性については、労使ともにイニシ

アティブを発揮していただき、円滑に御審議をしていた

だくようお願いいたします。 

次の議題に移ります。 

議題２「岐阜県最低賃金改正諮問後における関係労使

の意見聴取について」です。 

事務局から説明してください。 

中家室長 

それでは御説明いたします。 

岐阜県最低賃金の審議に際しては、最低賃金法第 25 条

並びに最低賃金法施行規則第 11 条に基づき、公示による

関係労使への意見聴取を実施しています。 

意見聴取については、令和６年度から従来の意見書提

出に加え、意見陳述を実施しており、その時期は目安伝達

に係る本審の場で実施されております。 

本年度の日程では、目安伝達に係る本審が７月 29 日に
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予定されていることから、７月 29 日開催の第 495 回岐阜

地方最低賃金審議会で意見陳述を実施することが適当と

考えます。 

次に意見陳述を行う者の選定についてです。 

最低賃金法施行規則第 11 条第２項において「最低賃金

審議会は、前項の意見書によるほか、当該意見書を提出し

た者、その他関係労働者及び関係使用者のうち、適当と認

める者をその会議に出席させる等により、関係労働者及

び関係使用者の意見をきくものとする。」とされ、意見書

を提出していない者でも意見陳述することは可能ではあ

りますが、全国的に大半の局が意見書の提出者の中から

意見陳述を行う者としていることから、これまでと同様、

意見書を提出した団体等のうち、意見陳述を希望する者

を選出することにしたいと考えております、 

また、意見陳述の時間については、本審全体の審議時

間を考慮し、質疑応答等を含め 30 分程度とし、１人当た

りの意見陳述時間は 10 分以内としたいと考えておりま

す。 

なお、昨年度は労働者側の３団体が意見陳述を行って

おり、１人当り７分以内で陳述していただきました。 

今年度、意見陳述の団体が増える場合には、労働者側、

使用者側のバランスを考慮しながら、事務局で抽選して

選定することを考えております。 

栗山会長 

ただ今、事務局から説明のありました「関係労使からの

意見聴取」に関して、意見陳述を７月 29 日の本審におい

て実施すること、意見陳述を行う者の選定については、意

見書を提出した団体等のうち、意見陳述を希望する者と

すること、意見陳述の設定時間は 30 分程度とし、１人当

たりの陳述時間は 10 分以内とするという実施案につい

て、御意見をお伺いします。 

まず労働者側委員はいかがでしょうか。 

栗本委員 特にございません。 
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栗山会長 
使用者側委員はいかがでしょうか。御意見ありますで

しょうか。 

澤村委員 特にございません。 

栗山会長 

 それでは「関係労使からの意見聴取」については、労使

双方に御賛成をいただきましたので、この案により実施

することといたします。 

 委員の皆様、よろしいでしょうか。 

各委員 異議なし。 

栗山会長 

それではそのように決定させていただきます。 

次に議題３「岐阜県最低賃金専門部会の議事公開につ

いて」です。 

事務局から説明をお願いします。 

中家室長 

岐阜県最低賃金専門部会の議事公開については、「岐阜

県最低賃金専門部会運営規程」に基づき、公開範囲を決め

ており、令和５年度から本審、岐阜県最低賃金専門部会、

特定最低賃金専門部会全ての会議において、公労使三者

が集まって議論を行う場については傍聴人を入れ、議事

を公開しているところです。 

なお、公労、公使の二者協議に関しては、「公開が率直

な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れる恐れがある場合」に該当するとの部会長判断により

非公開としております。 

また、議事録については、公労使三者が集まって議論を

行う場について、ホームページ掲載により公開しており

ます。 

このことについて、本年３月 19 日に開催された第 493

回岐阜地方最低賃金審議会において、令和８年度も令和

７年度と同じ公開範囲とすることを決定しております。 

加えまして、岐阜県最低賃金の答申文に添付する形で、

審議の経過を簡潔に説明する公益委員見解を、答申文と

同時には難しいですが、昨年度同様に作成し、ホームペー
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ジに公開することを考えております。 

なお、先ほど事務局から報告させていただきました全

労連東海北陸地方協議会からの要請書には、専門部会の

二者協議の公開及び議事録の公開が要請事項となってい

ることを御報告いたします。 

栗山会長 

ただ今の事務局からの議事公開に関する説明につい

て、御意見ありますでしょうか。 

労働者側委員はいかがでしょうか 

栗本委員 特にございません。 

栗山会長 使用者側委員はいかがでしょうか。 

澤村委員 特にございません。 

栗山会長 

労使双方特に御意見がないようですので、公労・公使の

二者協議を除く、公労使三者が集まって議論を行う場に

ついては、傍聴人を入れ議事を公開し、議事録についても

公労使三者が集まって議論を行う場については、ホーム

ページ掲載により公開することを確認しました。 

次の議題に移ります。 

議題４「その他」ですが、事務局から何かありますか。 

中家室長 

３点ございます。 

46 ページ、資料№11「令和７年度地方最低賃金審議会

の審議結果を踏まえた論点と考え方の整理」を御覧くだ

さい。 

この資料は６月23日に中央最低賃金審議会で取りまと

められたものです。 

昨年度の地域別最低賃金について、他局において、目安

額を 10 円以上上回る高い引上げとなったことや、発効日

について 11 月以降、さらには１月以降の発効日となった

地域が合わせて 27 府県となったことを受けて、課題の整

理と対応方針の整理をされたものとなっております。 

この取りまとめを岐阜県に当てはめて解釈いたします

と、あくまでも一般論ではありますが、審議に当たっては
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あくまで最低賃金法第９条第２項の法定三要素とそれを

裏付けるデータに基づく丁寧な議論を積み重ねていくこ

とが重要であること。その上で、金額審議においては、そ

の判断となった理由を明らかにするということ。また仮

に指定日発効を御議論される場合においては、その必要

性について広く理解が得られるか。 

など、具体的に期間やその理由について明らかにして

ご議論されることを、中央最低賃金審議会として期待し

ているというふうに解釈いたしました。 

次に、公示に関する連絡事項について説明します。 

本日、岐阜県最低賃金の改正決定についての諮問を受

け、岐阜県最低賃金専門部会を設置することを御確認い

ただきました。 

そこで、最低賃金法第 25 条第３項、最低賃金審議会令

第６条第４項の規定に基づき、岐阜県最低賃金専門部会

委員の推薦に関する公示を本日行うこととし、推薦期限

を７月 22 日（水曜日）とします。 

併せて、最低賃金法第 25 条第５項、最低賃金法施行規

則第 11 条の規定に基づき、関係労使からの意見聴取に関

する公示も７月 22 日（水曜日）を意見書の提出期限とし

て本日行うこととしますので、よろしくお願いします。 

最後に特定最低賃金の改正決定の必要性の有無に関す

る意見書の提出についてですが、８月 14 日（金曜日）を

期限として関係団体に依頼しますので、重ねてよろしく

お願いいたします。 

以上です。 

栗山会長 

ありがとうございました。 

各委員の皆様からは何かございますでしょうか。 

よろしいでしょうか。 

それでは、これをもちまして本日の審議会は閉会とし

ます。本日はありがとうございました。 

 


